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要 旨 
 

 

数多くの旅客機を世に送り出したボーイング社の元技術者によれば，旅客機は人

類が造りうるシステムの中でおそらく最も複雑なシステム製品であり，そのため極

めて技術スキルが高く，経験，知識の豊富なエンジニアがそれぞれ必死に努力を続

け，これに加えて技術開発全体がうまくマネジメントされることで，ようやく旅客

機が完成できるとのことである．さらに旅客機の完成機事業の創出と持続可能な発

展のためには，まず，旅客機そのものの技術開発，すなわちプロジェクトマネジメ

ント，要求設定，設計，試作，試験・検証を計画通りに進めることが中心となる．

これに加えて事業企画，営業，契約，リース，ファイナンス，量産製造，サプライ

チェーン・マネジメント，カスタマ・サポート等の完成機事業を構成する各分野を

統合的にマネジメントするとともに，不確実性の高い，巨大リスク，巨大規模の完

成機事業を統合的に推進していくことが必要となる． 

航空機の開発プログラムに議論を絞ると，高い安全性を持つ大規模高度複雑シス

テムのシステムインテグレーション，高度な要素技術探求と開発，プロジェクトマ

ネジメント，開発組織の構築，開発プロセスの設定，人的資源計画の策定，型式証

明の取得などに関する様々な課題を克服する必要がある．これらの開発プログラム

上の課題および克服の方策について，現在までのところ，実際の航空機開発に適用

できる航空宇宙工学分野での体系的な研究や，完成機事業の実績，経験に基づいた

包括的な開発プロセスなどの提案は，著者の調査の範囲では見当たらない．そこで，

著者の 39 年間にわたる国産戦闘機，国産ジェット旅客機，および新たな空の輸送手

段として大いに期待される空飛ぶクルマ(eVTOL vehicle , 以後 eVTOL という)の開発

実務で得られた経験，知識と，従来の工学分野，例えば，プロジェクトマネジメン

ト，システム工学，経営工学，航空宇宙工学といった関連する多分野の文献調査，専

門家との闊達な議論を通して，航空機開発のための知識の体系化の研究を包括的アプ

ローチで進めている． 

本論文では航空機の開発プログラムでの様々な課題と克服の方策の中で，極めて

重要な役割を果たすと考えるシステムインテグレーション実現のための方策につい

て提言する．まず初めに，旅客機完成機事業の特徴，旅客機の開発プログラムの特

徴，課題を抽出し，航空機開発上の課題を明らかにする．システムインテグレーシ

ョンは航空宇宙分野の関係者にはその概念，役割，重要性など広く理解されている

が，その定義はあいまいな概念の理解にとどまり，従来明確にされてこなかったた
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め，本論文であらためてシステムインテグレーションを明確に定義する．次にプロ

ジェクトマネジメントの視点を取り入れた，システムインテグレーション実現のた

めの開発組織について提案する．続いて，システムインテグレーション達成度の評

価指標について提案する．これは，いわゆる暗黙知として継承されてきたシステム

インテグレーションを形式知化する新たな試みである．また，開発を計画通り進め

るためにその進捗度を測り，計画から遅れが生じた際は，その都度適宜対処するこ

とが重要であるが，このシステムインテグレーション達成度の評価指標は開発の進

捗度を表す指標としても活用できる．次に，今後，新規に開発する航空機，例えば

eVTOL に適用されることが大いに期待されるウォーターフォール型とアジャイル型

を融合したハイブリッド型開発プロセス，それに適した開発組織設計，システムイ

ンテグレーション達成度の評価指標についての提案をまとめる．最後にシステムイ

ンテグレーション能力を取得する工学的アプローチを提案する． 
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Abstract 
 

According to retired engineers of the Boeing who has delivered many commercial aircraft to 

the world, the commercial aircraft may be probably the most complex system products that 

human beings can build. The commercial aircraft can be completed finally through well 

managing the entire technology and the engineers with extremely high technical skills, 

experience and knowledge continue to make desperate efforts. In order to create aircraft original 

equipment manufacturer (OEM) business for commercial aircraft and to develop sustainably, 

the main focus is to develop the technology of the aircraft itself, namely project management, 

requirement setting, design, prototype, testing and verification as planned. In addition to this, it 

is necessary to integrate and manage each field that constitutes the aircraft OEM business such 

as business planning, sales, contract, leasing, finance, mass production, supply chain 

management, customer support, etc., and to practice system integration in a broad term to 

promote highly uncertainty, huge risk, and huge-scale OEM business.  

When discussions are focused on aircraft development programs, it is necessary to overcome 

various problems related to system integration of large-scale advanced complex systems with 

high safety, advanced elemental technology exploration and development, project management, 

construction of development organization, development process setting, formulation of human 

resource plan, acquisition of type certification, etc. To date, systematic research in the field of 

aerospace engineering that can be applied to actual aircraft development, and proposals, 

standard development processes, etc. based on experience, such as results of aircraft OEM 

business are not found in the scope of the author's investigation. Therefore, through the author's 

39 years of  experience and knowledge acquired by developing domestic fighters, domestic 

commercial aircraft, and eVTOL (electric vertical take-off and landing) vehicle, which are 

greatly expected as a means of transporting new skies, and extensive literature research and 

discussion with experts in the field of conventional engineering, such as project management, 

systems engineering, management engineering, aerospace engineering, etc., the research of the 

systematization of knowledge for aircraft development is advanced by a comprehensive 

approach.  

In this thesis, the author proposes measures for realizing system integration, which we 

consider to play an extremely important role in various problems and overcome measures in 

aircraft development programs. First of all, the features of the aircraft OEM business, and the 

characteristics and the problems of the development program of the commercial aircraft are 
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extracted, and the major challenges in the aircraft development are clarified. System integration 

is widely understood by aerospace field, but its definition is only an understanding of 

ambiguous concepts. Therefore, system integration is clearly defined again in this thesis. Next, 

development organization for realizing system integration from the viewpoint of project 

management is proposed. In Chapter four, an evaluation index of system integration maturity 

is proposed. This is a new attempt to formalize system integration explicitly, which has been 

inherited as so-called implicit information. In addition, it is important to measure the progress 

level in order to proceed with development as planned, and to deal with the delay from the plan 

as appropriate each time, then this evaluation index of the system integration maturity can also 

be used as an index to represent the progress of development. In Chapter five, the author 

summarizes proposals for hybrid development process that merges waterfall type and agile type, 

which is highly expected to be applied to newly developed aircraft, eVTOL vehicle, 

development organization design suitable for it, and evaluation index of system integration 

achievement. Finally, an engineering approach to acquire system integration capabilities is 

proposed.  
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第 1 章 序 論 
 

 

国産ジェット旅客機 SPACEJET M90(旧 MRJ90)は日本における約 50 年ぶりの旅客

機開発であり，航空機設計上の課題，多様な国籍や経験を持つ技術者や研究者の人材

マネジメント上の課題，プロジェクトマネジメントに不可欠な業務プロセスと大規模

開発試験設備，試験上の課題，認証取得上の課題，サプライヤとの共同開発といった主

要な課題を克服しつつ，機体の安全性を担保する国の型式証明を取得するための手続

きなどに限った最小限の体制となるものの，2021 年以降の初納入を目指し，今も開発

努力を続けている[1-3]．これらの様々の課題，およびその対応について，従来，

わが国では航空宇宙工学分野での体系的な研究や，旅客機の完成機事業の開発実績

に基づき企業がまとめた実務的，包括的な開発のプロセスといったものは見当たら

ない． 

一方，欧米では数多くの旅客機開発の実績があり，各企業ではそれぞれの経験に基

づき標準的なプロセスとして整理され，継承されていると考えられる．また，これら

の開発に対しての事象研究も数多く報告されている[4]．そこで，日本の航空機の完成

機事業を確固たるものにするためには，防衛省機，国産ジェット旅客機や空飛ぶクル

マの開発経験に基づいた，旅客機を含む航空機開発の包括的な開発プロセスの設定を

目標に航空宇宙工学のみならず，新たに多分野を統合して，研究を進めていく必要が

ある．本研究は開発実務経験者からの実際の開発業務に関する聴取，分析，および総

合と評価，ならびにプロジェクトマネジメント学，システム工学，経営工学，航空宇

宙工学といった関連する多分野の文献調査，専門家との闊達な議論を通して，航空機

開発のための知識の体系化を目指している． 

本論文はこれら体系的研究の成果として，航空機完成機事業に必須のシステムイ

ンテグレーション実現のための方策を提案する．これは航空機開発の包括的な開発

プロセス設定の資となる．また，システムインテグレーション実現のための方策の研

究は，従来の経済学や経営学的視点から捉えた技術経営(Management Of Technology: 

MOT)にモノづくりという航空宇宙工学の視点を加えた新たな総合的，包括的なMOT

研究となるとともに，他の工業分野への適用も視野に入れた新たな工学的研究として

も極めて重要である． 

第2章では航空機開発上の重要課題を明らかにするために，旅客機をその研究対象

として取り上げ，技術開発，事業企画，営業，契約，リース，ファインナンス，量

産製造，サプライチェーン・マネジメント，カスタマ･サポート，等の各分野を鳥瞰
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した旅客機完成機事業の特徴についてまとめる．次に旅客機の開発プログラムに焦

点を当てて，開発上の特徴，課題について，国産ジェット旅客機 SPACEJET M90(旧

MRJ90)の開発経験をもとに，開発を推進するプロジェクトマネジメント，大規模

高度複雑システムのシステムインテグレーション，要素技術の発掘と新規開発，大

規模開発試験設備の建設，および高い安全性基準を満足させるための型式証明の観

点で抽出する． 

第2章で抽出された航空機開発上の課題について，個々の課題について対応するこ

とが必要であり，それぞれ大変な取り組みとなるが，第3章以下では特に航空機の技

術開発上の課題の克服のために極めて重要な役割を果たし，航空機開発に関連する

すべての技術活動を統合化するために必須であるシステムインテグレーション実現

のための方策として，開発組織の設計，達成度評価指標の導入，および今後の航空

機開発に適用する開発プロセスについて検討，提案していくこととする． 

第3章ではまず初めに従来明確ではなかったシステムインテグレーションについて，

プロジェクトマネジメントおよびシステムズエンジニアリングの観点からシステム

インテグレーションについての考察を示し，定義する．航空宇宙工学分野で最重要

とされるシステムインテグレーションであるが，狩猟社会，農耕社会，工業社会に

続く，今後の情報社会はモジュール構造型の産業組織を前提とするネットワーク経

済性を追求すると言われている[5]．そこで，インテグレーション型開発を標榜する

航空宇宙産業はこの問題に対し，どう対応すべきかについて述べる．次にシステム

インテグレーションを実現するために必要となる開発組織にプロジェクトマネジメ

ントの視点を取り入れた新しい開発組織形態を提案する． 

第4章では日本における航空機開発の実績，経験を踏まえたシステムインテグレー

ション達成度の評価指標を新たに提案する．これは，いわゆる暗黙知として継承さ

れてきたシステムインテグレーションを形式知化する新たな試みである．また，開

発を計画通り進めるためにその進捗度を測り，計画から遅れが生じた際は，その都

度適宜対処することが重要であるが，このシステムインテグレーション達成度の評

価指標は開発の進捗度を表す指標としても活用できる．技術開発の各段階で，目標

に対する達成度を評価し，必要な場合は計画変更を行い，次の段階に進む必要があ

るが，その達成度評価に本指標を用いることができる．続いて，プロジェクトマネ

ジメントの視点を取り入れた，システムインテグレーション実現のための開発組織

について提案する．  

第5章では第4章までに述べた大規模高度複雑システムの旅客機と対比する形で，

今後の新たな航空機開発たとえば，eVTOL vehicle（以後eVTOLという)の開発に活用

されることが大いに期待される開発方式について，それに適応する開発プロセスと
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して，ウォーターフォール型とアジャイル型を融合したハイブリッド型開発方式を

提案する．更にハイブリッド型開発方式に適用可能なシステムインテグレーション

達成度の評価指標を提案する． 

第6章では大規模複雑システムの代表である旅客機と，今後の新たな航空機開発，

たとえば，全電気航空機，eVTOLなども視野に入れたシステムインテグレーション

の能力取得のための工学教育，および研究アプローチについてまとめる． 

第7章では本研究の結論と今後の課題をまとめる． 
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第 2 章 航空機開発の課題 
 

 

本章では航空機開発上の課題を明らかにするために，人類が構築できる最も複雑

なシステム製品と言われている旅客機をその研究対象として取り上げ，航空機その

ものの技術開発，事業企画，営業，契約，リース，ファイナンス，量産製造，サプ

ライチェーン・マネジメント，カスタマ・サポート，等の各分野を鳥瞰した完成機

事業の特徴についてまとめる．次に旅客機の開発プログラム上の特徴，課題につい

てまとめる．  

 

2.1 旅客機完成機事業の特徴 

航空機産業が次世代産業として期待されていることは一般的によく知られており，

極限環境での安全性確保，高い革新性，高い経営リスク，政策的支援，グローバル

産業，開発遅延につながる高い基準の安全性認証がその特徴とされている[6]．また

航空機産業は単独の事業として完了するのでなく，エアラインにおける運航や整備

などを含めた継続的長期的な事業であり，駅伝に例えられる[7]． 

著者は 37 年にわたり国産の戦闘機，旅客機などの航空機の開発実務に携わってき

た．その経験から，航空機はシステムインテグレーションが必須の大規模高度複雑

度システムであると認識している．また旅客機の完成機事業は企画，営業契約，プ

ロジェクト，設計，試験から構成される開発，製造，サプライチェーンから構成さ

れる量産，カスタマ・サポート，リース，ファインナンス等の各分野を統合的にマ

ネジメントするとともに不確実性の高い，巨大リスク，巨大規模の総合力事業を統

合的に推進していくことが必要となる． 

旅客機の完成機事業は巨額の投資，長期の回収期間を要し，景気等の周辺環境に

左右される，ハイリスク・ローリターン・ビジネスである．一方，東京大学大学院

航空宇宙工学専攻の航空宇宙工学の理念に掲げられている「他分野へスピンオフで

きる最先端技術を創生する航空宇宙工学」[8]に見られるように，旅客機への高度な

要求，高い安全性基準に対応するために必須のシステムインテグレーション，高度

な要素技術開発，開発手法を一度獲得すると，それは他産業への技術波及，イノベ

ーティブな産業発展へも寄与できることが知られている． 
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2.2 旅客機開発プログラムの特徴，課題 

旅客機の開発プログラムの特徴，課題は大きく分けて，プロジェクトマネジメン

ト），技術開発および型式証明がある．これらの関係を第 1 図に示す．旅客機の開発

プログラムは，開発の主要な出来事を計画通り完了できるように技術開発と型式証

明の活動が歩調を合わせ，統合的に進められて行くように管理される．この管理活

動がプロジェクトマネジメントである． 

以下で，プロジェクトマネジメント，技術開発および型式証明について順に明ら

かにする．まず初めに，プロジェクトマネジメントには以下 2 点がある． 

 

2.2.1 プロジェクトマネジメント 

開発人員が 1000 人を超え，かつ多国籍，異文化の人員からなる，巨大規模の旅客

機開発チームのプロジェクトマネジメントは，F-2 戦闘機開発の 330 人規模の日米二

カ国での戦闘機開発チーム[9]でのマネジメントとは大きく異なる．そのプロジェク

トマネジメントの特徴は以下の 2 点と考えている． 

 

① 経験に裏打ちされた開発プロジェクトマネジメント 

② 多国籍異文化をベースとするプロジェクトマネジメント 

 

 
 

第 1 図 旅客機の開発プログラムの進め方 
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これらの特徴への対処すべき課題は以下の通りである． 

 

まず①の経験に裏打ちされた開発プロジェクトマネジメントに対しては 

 PMBOK (Project Management Body of Knowledge)手法[10]の導入 

 Integrated Product Team(IPT)マトリクス組織[11]の採用 

 意思決定プロセスの標準化 

 

次の②の多国籍異文化をベースとするプロジェクトマネジメントに対しては， 

 グローバルな流動人材の活用のための，組織・風土，異文化交流プロセス，設

計外注プロセスの構築 

 開発知見の組織内蓄積と情報管理 (データ，文書)   

 標準化された実証済みの汎用ツールの活用    

 研 究 ， 設 計 ， 工 作 ， 営 業 ， 契 約 ，Customer Support(CS)，Supply Chain 

Management(SCM)，Quality Assurance(QA) 部門の人材採用と育成，および産官

学人材交流 

 

2.2.2 技術開発 

ボーイング社の元技術者からのヒアリングによれば，旅客機は人類が造りうるシ

ステムの中でおそらく最も複雑なシステムでとのことであり，またスキルの高い，

経験豊富なエンジニアがそれぞれ必死に努力をし，これに加えてエンジニア全体が

うまくマネジメントされることで，ようやく旅客機が完成できるものとのことであ

る．旅客機の技術開発の特徴，課題は以下の通りである． 

 

① 大規模高度複雑システムのインテグレーション 

 設計と要素技術（空気力学，性能，飛行特性，荷重，構造，飛行制御，装備，

アビオニクス，エンジン，ソフトウェア，安全性・整備性・信頼性など），設計

の妥当性確認と検証(Validation and Verification：V&V)[12]，各種検証・試験（シ

ステム試験，ソフトウェア統合試験，環境試験，構造試験，全機機能試験，飛

行試験など）の大規模高度複雑技術のシステムインテグレーションの実現 

 

② 要素技術の発掘と新規開発 

 オープン・イノベーティブ，カスタマ・オリエンティッドな新要素技術の発掘
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の仕組みの確立と開発の実践，システムインテグレーション 

 技術成熟度レベル(Technology Readiness Level :TRL)[13]を用いた新要素技術の成

熟度評価とリスク評価，産官学の適切な研究開発分担 

 

③ 大規模開発試験設備建設と有効活用 

 風洞試験設備（低速，遷音速，超音速，高レイノズル数など），エンジン試験設

備（地上試験，高空模擬試験），装備品試験設備，耐雷試験設備，非常着水試験

設備，環境試験設備，電磁干渉試験設備，高速度コンピュータの建設，既存設

備の有効活用 

 各種設計および要素技術に対応する実証済みの汎用解析ツールの導入 

 

2.2.3 型式証明(Type Certification)  

2017 年 1 月 23 日に，国産ジェット旅客機 SPACEJET M90（MRJ90)の納期は 2020

年半ばと発表されている．これは通算 5回の納期変更である．主に型式証明取得上の

問題があったことがその理由と報道されている．三菱航空機は現在も「型式証明取

得上の課題」に取り組んでいる[1]. 型式証明とは航空機の型式の設計，航空機の製

造過程及び完成後の現状について，安全性，騒音及び発動機排出物に関する基準に

適合することを国土交通大臣が証明することである．また，型式証明取得のために

は，安全性検証，開発保証プロセスにより設計の妥当性を確認する必要がある．型

式証明取得と必要な検査に合格することで耐空性証明が取得でき，航空機の運航が

開始できる．ここで，参考文献[14]を参考に安全性検証，開発保証，耐空性を定義

する．安全性検証はリスクが許容される状態を工学的判断に基づいて評価すること，

開発保証とは要求，設計，実装におけるエラーが特定され，修正され，システムに

適用される証明基準を満たすことを十分なレベルの信頼性で立証するために用いら

れる計画的かつ体系的なすべての行動，耐空性とは意図された機能を達成するため

に安全な方法で動作する航空機，サブシステム，または部品の状態である．  

これらの項目に約 50 年ぶりの旅客機開発での経験不足との観点も合わせて，伊藤

他[1]が試験上の課題，型式証明取得上の課題について指摘しているが，これらから

「型式証明取得」の課題への対処は以下の 4 点と考えている.  

 

① 各基準の理解と設計の確定  

② 開発経験に基づく検討対象の合理的絞り込みと設計の確定 

③ 研究開発に係る実証済みの設備，および設計支援ツール，ならびに型式証明用ツ
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ールの開発と活用 

④ 型式証明活動と技術開発を統合するシステムインテグレーション 

 

2.3 まとめ 

航空機産業は極限環境での安全性確保，高い革新性，高い経営リスク，政策的支

援，グローバル産業，開発遅延につながる高い基準の安全性認証がその特徴とされ

る．本章では航空機開発上の課題を明らかにするために，旅客機完成機事業をその

研究対象として取り上げた．旅客機の完成機事業は巨額の投資，長期の回収期間を

要し，景気等の周辺環境に左右される，ハイリスク・ローリターン・ビジネスであ

る一方，技術開発手法を一度獲得すると，それは他産業への技術波及，イノベーテ

ィブな産業発展へも寄与できる．旅客機の開発プログラムの特徴，課題は，1点目が

開発を推進するプロジェクトマネジメント，2点目が技術開発として大規模高度複

雑システムのシステムインテグレーション，要素技術の発掘と新規開発，大規模開

発試験設備の建設と有効活用，3点目が高い安全性基準を満足させるための型式証明，

安全性証明，開発保証，耐空性がある．これらへ個々に対応していくことが極めて

重要である．旅客機の開発プログラム上の課題と対応の中で特徴的であり，航空機

開発において関連するすべての技術活動を統合化するために，極めて重要になるの

は大規模高度複雑システムのシステムインテグレーションの実践である．次章以降

で，システムインテグレーション実現のための方策として，開発組織の設計，達成

度評価指標の導入，および今後の航空機開発に適用する開発プロセスについて検討，

提案していくこととする．  
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第 3 章 システムインテグレーションとその実現のため 

の開発組織 
 

 

本章では，旅客機の技術開発上の課題と対応の中で特徴的であり，航空機開発に

おいて極めて重要になるシステムインテグレーションの定義とその実現の方策とし

て開発組織について述べる．従来の研究では，システムインテグレーションについ

てプロジェクトマネジメントの観点から説明しているものは見当たらない．また，

（株）三菱航空機の航空機開発エンジニアによれば，日常は特段にシステムインテ

グレーションを意識せずに開発実務を行っているとのことである．一般論として，

プロジェクトマネジメント，およびシステムズエンジニアリングについての関係性

について述べられた文献として，[13,15,16]がある．しかしシステムインテグレーシ

ョン，プロジェクトマネジメント，およびシステムズエンジニアリングの三者の関

係を明示したものは見当たらない． 

そこで，まず初めにプロジェクトマネジメント，およびシステムズエンジニアリ

ングの観点からシステムインテグレーションについての考察を示す．次に，システ

ムインテグレーション実現の方策として開発組織の設計について提案する． 

 

3.1 システムインテグレーションとは何か？ 

システムインテグレーションは航空宇宙分野の関係者にはその概念，役割，重要

性などが広く理解されているが，例えばプロジェクトマネジメントについて，シス

テムズエンジニアリングの文献，図書などでは，明確にその定義や方法論を示した

ものは，著者が調べた範囲では見当たらない．そこで，あらためてシステムインテ

グレーションとは何かについて考察を進める．従来から言われているシステムイン

テグレーションとは，システムへの要求を満足するために，まず要求を分解して各

要素に割り当て，次にその要素をシステムとして適切に統合化することである．こ

の活動はシステムズエンジニアリング[13]の初期の段階から継続的に行われるとい

う一般的な説明[17] がある．一方，著者の戦闘機，旅客機の開発経験に基づくシス

テムインテグレーションの実際の活動は以下の通りと考えている．第2図にシステム

インテグレーションの概念を示す．システムインテグレーションとは，能力，形式

知と暗黙知および経験を駆使しながら，顧客要求の分析，ハードウェアおよびソフ

トウェアの機能配分を含めたシステムの構成要素への機能配分を行い，以下に示す
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種々の制約条件をクリアし，構成要素，すなわちコンポーネントや要素技術を有機

的に統合して，小システムから大システムを構築し，段階的に検証を進め，システ

ム全体として要求を満たす製品を創り上げるための，繰り返しの一連の擦り合わせ，

分析と統合の活動である． 

すなわち，従来システムインテグレーションの説明は簡略な概念を示すことに留

まっていたが，本論文では，実開発で直面する制約条件の解消，システム全体とし

て要求を満たす製品を創り上げることを強調し，システムインテグレーションのプ

ロセスをより具現化したものと定義する．  

ここで言う制約条件は，例えば，第2図の右に示した安全性，重量，容積/空間，

環境，コスト，スケジュール，信頼性，整備性である．統合される構成要素は，第2

図の下に示した空力，飛行力学，構造，飛行制御，推進，装備システム，アビオニ

クスシステム等から成る．簡単に言えば，システムインテグレーションは，各コン

ポーネントを「磨き，ブレンドし，適合させる」擦り合わせ作業である．擦り合わ

 

 

第 2 図 システムインテグレーションの概念 
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せは，サブシステム間や，組織間の質の高いコミュニケーションを通した情報交換

と情報共有，討論検討，意思決定により達成される．コミュニケーションの具体的

な方策は，その目的に応じた各階層の垂直的，水平的な会議体系，すなわち，目的，

日程，出席者を定め実行することである．航空機開発分野におけるシステムインテ

グレーションは多分野統合最適設計（Multidisciplinary Design Optimization）である．

以下に，機体全体統合，システム統合，ソフトウェア，人間工学，安全性などに関

する，システムインテグレーションのいくつかの例をあげる． 

 

① 機体形状・機体内コンポーネント配置の最適化 （Aircraft Shape & Inside 

Components Arrangement） 

② 航空機とエンジンの適合性（Aircraft and Engine Compatibility） 

③ エンジン性能の最適化(Engine Performance Optimization） 

④ ソフトウェアの統合（Software Integration） 

⑤ 飛行制御・アビオニクス統合システムの設計 (Integrated Flight Control and 

Avionics System) 

⑥ 動力供給システムの設計（Power Generation System） 

⑦ 熱管理システムの設計（Thermal Management System） 

⑧ ヒューマンファクターの設計（Human Factors） 

⑨ 安全性の設計，検証（Safety Assessment） 

 

3.1.1 システムインテグレーション実現のためにプロジェクトマネジメ 

ントとシステムズエンジアリングをどう活用するか？ 

プロジェクトの目標が「民間航空機の開発を完了する」ことである場合，システ

ムインテグレーションとは，開発プロセスそのものである．システムインテグレー

ションの実現とは，言い換えれば，目標達成のための組織設計，人材，各種業務プ

ロセスの設定などを，プロジェクトマネジメントのさまざまな手法を用いて管理，

統制することである.  

第 3図は，システムインテグレーション実現のための具体的なプロセスであり，課

題設定，評価基準設定，システム合成，システム分析，システム最適化，意思決定，

アクションプラン策定，アクションというスパイラル型のプロセスである．これは，

まさにシステムズエンジニアリングにおける課題解決のためのプロセスである[18]．

ここで改めてプログラムマネジメントとプロジェクトマネジメントを定義する．大
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規模で事業全体にかかわる，多層的なプロジェクトのインテグレーションは，「プロ

グラムマネジメント」によって実現する．開発，製造，カスタマ・サポートなどの

各分野のインテグレーションは「プロジェクトマネジメント」によって実現する． 

 

3.1.2 なぜ航空宇宙分野ではシステムインテグレーションを殊更に最重

要項目として扱うのか？ 

以下では前述の旅客機の技術開発上の課題の中で特徴的であり，また，航空宇宙

工学分野で特に重要視されるシステムインテグレーションについて論を進めること

とする． 東京大学大学院航空宇宙工学専攻の航空宇宙工学の理念に「システム統合

化技術の象徴としての航空宇宙工学」として，「航空宇宙の世界では，多分野の工学お

よび理学を統合し，一つの目的を達成するシステムとして組み上げていく技術が特に

強く要求されている」[8]
 
とあり，これが一般的な理解であろう．著者の経験した戦

 

第 3 図  システムインテグレーションのスパイラルプロセス 
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闘機開発と旅客機開発の比較を念頭にすると，大規模高度複雑システムである旅客

機の開発での際立った特徴としては，高い安全性基準 (10−9 件/飛行時間以下) の達成， 

型式証明の認証工程の困難さ複雑さへの対応，長期の開発期間/運用期間中の周辺環

境の変化とそれらに対する対応といった不確実性への対処があげられる． 

SAE の ARP4754A[14]に示される Validation & Verification に沿った開発保証プロセ

スと安全性検証の概略を第 4図に示す．設計と検証のスパイラルな繰返しの開発保証

プロセスおよび，6.2 節で際しく述べる安全性検証により，個々のサブシステムの機

能，性能を組み合わせ，擦り合わせることでシステム全体として要求を満足させ，

商品として旅客機を完成させることが求められる．ここで，これこそ旅客機開発と

いったシステムインテグレーションの必然性であり，最重要項目として取り扱われ

る理由である．これは単にサブシステム，モジュールを結合するだけでは完成機開

発は達成不可能であることを意味している． 

 

 

 

 

第 4 図 開発保証プロセスと安全性検証 
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3.1.3 モジュール型開発におけるシステムインテグレーションをどう進 

めるか？ 

航空宇宙工学分野で最重要とされるシステムインテグレーションであるが，参考

文献[5]によれば，狩猟社会，農耕社会，工業社会に続く，今後の情報社会はモジュ

ール構造型の産業組織を前提とするネットワーク経済性を追求する．それではシス

テムインテグレーション型産業を標榜する航空宇宙産業はこの問題に対しどう対応

すべきか，以下に検討する． 

システムインテグレーション型産業とこれと対照的なモジュール型産業の違いに 

ついて多くの議論があるが，ここでは特に航空宇宙製品の開発に焦点を当てて議論

する．基本的な理解は以下の通りである．モジュール型開発では，個々に最適化さ

れた要素（サブシステム）の集合が全体システムとなり，全体性能の要求を満足す

るが，全体性能は最適化されない．一方，インテグレーション型開発では，部分最

適された要素を集合させたとしても全体として統合できず，また全体性能要求も満

足させることはできないといったシステム，概して大規模，複雑，多階層システム

に対し，全体システムの要求を満足させかつ，最適とするために，要素の統合化，

調和の活動を実施するものである． 

モジュール型開発のメリットとしては，以下の 3 点がある．1 点目にモジュールご

とに独立した開発が可能であり，モジュールごとの進化が製品の進化に直結する．

そして製品完成後も，モジュールを改善することで全体システムの性能向上，機能

拡張が可能である．2 点目は，モジュールを組み合わせることで顧客ニーズに合わせ

た製品を実現でき，顧客要求の多様化に低コストで対応可能である．３点目はモジ

ュールごとの分業による低コスト化が期待でき，インターフェイス調整の膨大かつ

密接な擦り合わせが不要ということである．これに対し，モジュール型開発のデメ

リットとしては以下の 3 点がある．1 点目は最適インターフェイスとならず，全体最

適とならない，また冗長な部分が残り，全体最適とはならない．2 点目としては既存

のインターフェイスを変えにくく，インターフェイスを変更すると既存のモジュー

ルの利用が不可となり，コスト，納期への影響が大きくなる．3 点目としては，大規

模複雑系システムでの安全性設計，検証が難しいことが挙げられる．旅客機開発で

はこれが一番の問題である．インテグレーション型開発と比較して，モジュール内

に未検証箇所が残り，安全性証明上の抜け穴ができることがあると考えられる． 

次に，Business to Business の旅客機完成機事業はモジュール型開発へ移行できるの

かという点で議論する．代表的な Business to Customer 製品である自動車，パソコン，

スマートフォンおよび旅客機の納入出荷実績[19-22]の比較を第１表に示す．納入・
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出荷実績に圧倒的な差があることが分かる． 

これからもわかる通り，旅客機は中量産品（量産品と受注品の中間）であり，エ

アライン毎の個別要求，安全性基準の高度化への対応が求められる．最終製品及び

システムレベルのモジュール化，標準化に限界があり，完全なモジュール型開発へ

の移行ができない製品と考える．一方でモジュール開発型への完全移行は困難であ

るものの，自動車産業に見られるような，モジュール型開発を織込んだインテグレ

ーション型開発へ移行していくことは必然と予想される．また開発プロセス，一部

の装備品，部品単位でのモジュール化，標準化は志向されていく．開発プロセスの

モジュール化とは，たとえば，システムインテグレーション，意思決定プロセスな

どの暗黙知の形式知化，設計最適化ツール，安全性解析ツールなどの高度化，標準

化を意図している． 

 

3.2 システムインテグレーション実現のための開発組織 

本節ではシステムインテグレーションを実現するための開発組織について，プロ

ジェクトマネジメントの視点から検討を行う．まず，組織の基本設計概念を提案す

る．次に，我が国の航空機開発組織の変遷とその概念を比較検証する． 

 

3.2.1 開発組織の基本設計思想  

組織設計のため，まず初めにシステムインテグレーションの対象である旅客機開

発のための組織全体の規模を把握する．そこで，航空機開発の全体規模を以下と定

義する． 

 

① 機体規模×プログラム属性（多義性×拡張性×複雑性×不確実性)[17] 

② 機体規模は空虚重量，最大速度など,航空機の代表的性能諸元データから決定 

③ プログラム属性の各要素は旅客機の場合，以下を考慮 

第１表 製品の納入・出荷実績 
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 多義性：多数のステークホルダへの対応，プログラムの成功基準の多様化 

 拡張性：シリーズ機の連続開発，継続的な商品性向上 

 複雑性：機体開発と同時の型式証明活動，カスタマ・サポート体制の構築  

 確実性：運航期間が長く，大きな外部環境変化 

 

（株）三菱重工業の技術者によれば，機体規模が大きくなると，図面規模が大きく

なり，図面作成の設計ファンクション組織，およびそれを管理するプロジェクト組

織の規模が大きくなる． 

すでに述べたとおり，旅客機の場合，プログラム属性を構成する多義性，拡張性，

複雑性，不確実性は，それぞれが大きい．これにより，ファンクション組織間，お

よびサブシステム間の，情報交換と情報共有の量の増大，情報レベルの高品質化に

より，システムインテグレーションの規模が大きくなる．全体システム（航空機全

体）の開発組織は，機体規模と相関のあるファンクション組織（縦糸組織）と，プ

ロジェクト組織（横糸組織），およびプログラム属性と相関のある擦り合わせ，統合

化のためのシステムインテグレーション組織（横糸組織）から構成される．全体シ

ステムの開発組織の規模が増大すると，システムインテグレーションを実現するた

めの組織の規模は莫大となり，これをマネジメントするためには強い縦糸横糸マト

リックス組織を導入する必要が生ずる．なお，開発組織の人員の増加は開発コスト

の直接的な増加につながる．強い縦糸横糸マトリックス組織を導入にあたっては，

目的を満たすよう人員の規模を適切に見積もる必要がある． 

 

3.2.2 日本での航空機開発組織の変遷の実際 

Hecker 他[23]が説明したプロジェクトマネジメント組織の変遷を元に，著者が作

成した第 5図は日本における航空機開発組織の典型的な変遷例を示している．開発組

織はファンクション組織と，プロジェクト組織およびシステムインテグレーション

組織の組み合わせと従来考えられてきた．赤枠の Integrated Product Team (IPT)マトリ

クス組織は旅客機開発のような大規模開発に適した組織である． 

最初の組織図は部長の下での強い縦糸のファンクション組織で，横糸のプロジェ

クト組織がない．第 2の組織は，強い縦糸のファンクション組織でありながら，弱い

横糸のプロジェクト組織で，特定の業務を管理，促進する補完的な役割を担う組織

である．第 3の組織は強い横糸のプロジェクト組織のみで，縦糸のファンクション組

織はない．最後の組織は強い縦糸と強い横糸のバランスがとれた IPTマトリックス組

織である．青色の矢印は IPTリーダが縦糸の機能組織をマネージするイメージを示し
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ている．これらの組織変遷は航空機開発の規模が年代とともに大きくなってきたこ

とへの対応と考えられるが，開発の規模，状況に応じて，組織が選択されることも

ありうる． 

 

 

 

第 5 図 航空機開発組織の変遷(1/3) 
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第 5 図 航空機開発組織の変遷(2/3) 
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第 5 図 航空機開発組織の変遷(3/3) 

 

 

 

 

 

第 5 図 航空機開発組織の変遷(3/3) 
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第 6 図 零式戦闘機の開発組織(1938 年 1 月当時) 

 

第 7 図 F-2 戦闘機の開発組織（1992 年 6 月時点） 
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本項の残りの部分では，航空機開発の全体的な組織の変遷と，日本での実例を紹

介する．零式戦闘機の開発チームは，柳田[24]を元に著者が作成した第 6図に示す通

り，29 人からなるファンクション組織を一人の設計主務者が束ねていた．プロジェ

クトおよびシステムインテグレーションの組織はない．次期支援戦闘機 F-2の開発チ

ームは，神田[9]を参考に著者が作成した第 7 図に示す通り，チームリーダ，サブリ

ーダ，チームリーダ補佐の下，強い縦糸に相当する各ファンクション組織と，それ

を管理する弱い横糸に相当するプロジェクト組織「全般計画室」の約 330人で構成さ

れていた．システムインテグレーションはチームリーダおよび補佐，および各ファ

ンクションでの活動で行われていたと考えられる．実際上はプロジェクト運営を容

易にするために，機能組織のメンバが，プロジェクト組織の一部を兼業し，プロジ

ェクト業務を実施したと推測される．     

最近の航空宇宙産業，防衛産業での開発チームではプログラムマネージャの下，

ファンクション組織とプロジェクトおよびシステムインテグレーションの組織から

構成される強い縦糸横糸マトリックス組織として，IPT が採用されている[25-26]．

プログラムレベルのシステムインテグレーションはプログラムマネージャが，プロ

ジェクトレベルのシステムインテブレーションは各 IPTリーダが担っている．プログ

ラムマネージャおよび IPT リーダは，組織内のキーパーソンである． IPT マトリック

ス組織では航空機のインテグレーション，システム設計，試験・評価，生産，カス

タマ・サポートなどの WBS（Work Breakdown Structure）要件に基づいて定義された

プロジェクトに IPTリーダが割り当てられるのが特徴である．言い換えれば第 5図の

プロジェクトマネージャは，WBS に対応する明確に定義される業務範囲，権限範囲，

成果責任（Responsibility Authority Accountability： RAA）で業務を実行する IPT リー

ダということになる．プログラムとプロジェクトの WBS が明確に定義されて，プロ

グラムマネージャと IPT リーダの RAA を明確にすることが不可欠である．IPT マト

リクス組織では，情報交換と情報共有，討論，検討，および意思決定のための垂直

的および水平的会議体系が整備されている．垂直的会議体系はプログラムマネージ

ャと各組織のリーダから構成される．水平的会議体系は各組織間，および組織内各

階層のメンバから構成される． 

我が国の国産ジェット旅客機の開発チームも 2018 年 1 月の機構改革から，IPT が

採用されている[27]．これら情報から推察した IPT マトリクス組織を第 8 図に示す．

これから，プロジェクトおよびシステムインテグレーション要員を見積ると，約 200

名となる．ここでは IPT組織の例から仮定したマトリックス組織の交差数を人数と定

義する．新しいタイプの航空機については，プログラムとプロジェクト WBS，およ

び IPT 組織を設計するための各セクションの RAA が，プログラムの初期段階で明確
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に定義されていることが非常に重要かつ不可欠である． 
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第 8 図 旅客機の開発組織の例 
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3.2.3 開発組織の実例と組織設計の考え方の検証 

開発組織の実例を用いて前節で述べた組織設計の考え方の検証を行うこととする．

第 2表はこれまでに議論した，航空機システム開発組織全体の規模（開発チームの人

員数），図面数，プログラムとプロジェクトおよびシステムインテグレーション組織

の規模（人員数）を比較したものである．ここで図面数は機体規模に相当すると考

えられる．第 2表から，航空機システム開発組織全体の規模が大きくなるにつれて，

その規模比をはるかに越えて，プログラムとプロジェクトおよびシステムインテグ

レーションの規模比が増加することが分かる．すなわち航空機システム全体の規模

は零式戦闘機を 1 とすると，F-2 戦闘機では 11，旅客機では 50 となるが，プログラ

ムとプロジェクトおよびシステムインテグレーション組織の規模は，零式戦闘機を 1

とした時，F-2 戦闘機では 20，旅客機では 200 となる．これは，サブシステムと機能

組織間のコミュニケーション量の増加に対応した，組織や人員の増加であると考え

られる． 

 

第 2 表 航空機システム開発組織全体とシステムインテグレーション組織 

の規模比較 
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増大するコミュニケーション量に対応するため組織の一つの典型例として強い縦

糸横糸 IPTマトリックス組織が多くの企業に導入されてきた．これは先のシステムイ

ンテグレーションを実現する組織設計の考え方に沿ったものと言える．IPT マトリク

ス組織は旅客機開発のような大規模開発に適した組織である．一方，従来の研究に

見られる通り，組織設計を行う際の前提は明確な WBS と RAA が定義されることで

あるが，プログラム属性（多義性×拡張性×複雑性×不確実性）によっては，WBS，

RAA の変更がかなりの頻度で発生し，多くの組織変更が起こりえることが予想され

る．また，IPT マトリクス組織の巨大化は人員増をもたらし，開発経費の増加につな

がるため，費用対効果が高く，パフォーマンスとコストにバランスの取れた強力な

マトリックス組織についての研究が今後期待される． 

一つの解決策として，サブプロジェクト，これは従来の日本国内の戦闘機開発他

で採用された方式であるが，機能組織に属するメンバを IPTリーダ相当のプロジェク

トメンバとしてもアサインし，両者を兼務させ，ファシリテータとしてプロジェク

ト管理を柔軟に対応する方策もある．次項でこれについて検討する． 
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3.2.4 サブプロジェクト方式を取り入れた開発組織 

IPT マトリクス組織は旅客機開発のような大規模開発に適した組織である．一方，

IPT マトリクス組織は開発組織の巨大化，人員増をもたらし，開発経費の増加につな

がるため，eVTOL 開発のような短期間低コスト開発では，パフォーマンスとコスト

バランスの取れた強力なマトリクス組織が求められると考える．第 9図は，著者が考

える自律型機能組織・少数精鋭プロジェクトからなる強力なマトリクス組織の例で

ある． 

 

 

  

 

第 9 図 自律型機能組織・少数精鋭プロジェクトのマトリクス組織 
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ここで注目するのは，各組織間の，高品質の情報交換と情報共有，調整をどのよ

うに効率的に行うかである．第 10 図にその具体例を示す．パターン 1 は一方の組織

(SYSTEM B)が他方(SYSTEM A)との調整を実施する場合で，SYSTEM B のメンバを

プロジェクトメンバとしてもアサインし，両者を兼務させ，ファシリテータとして

も対応する場合である．これは従来の日本国内の戦闘機開発他で採用された方式で

あり，サブプロジェクト方式とも呼ばれる．パターン 2は両組織が自律的に機能し，

必要な場合のみプロジェクトがサポートする場合である．これは個々のメンバの能

力が高く，豊富な経験を有する場合に採用できる．パターン 3は両組織とも自組織の

機能を果たし，組織間の調整はファシリテータとしてプロジェクト要員が任命され

る場合である．IPT マトリクス組織はこれにあたる．自律型機能組織＋少数精鋭プロ

ジェクト（約 100人想定）はパフォーマンスとコストバランスの取れた強力なマトリ

クス組織としてパターン 1 で実現することが有効と考えられる．  

 

 
 

 

第 10 図 組織間の調整のパターン 
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3.3 まとめ 

まず初めに従来明確ではなかったシステムインテグレーションについてプロジェ

クトマネジメント，およびシステムズエンジニアリングの観点からの考察を示し，

定義した．プロジェクトマネジメントとシステムズエンジニアリングはそれぞれ，

教育と研究が進化してきた．またこれらの相互関係ついて述べた論文もあるが，本

論文ではこれらを統合的してシステムインテグレーションを実現するといった観点

で整理した．これは暗黙知の形式知化の試みである．航空宇宙工学分野で最重要と

されるシステムインテグレーションであるが，今後の情報社会のモジュール構造型

の産業組織への移行に際し，モジュール型開発におけるインテグレーションについ

て述べた．最後にシステムインテグレーションを実現する組織について，基本設計

思想，日本における開発組織の変遷の実例，および実例を用いた設計思想の検証，

最後にサブプロジェクト方式を取り入れた開発組織について検討を行った．大規模

複雑組織における組織内外とのコミュニケーションの増加に対応する開発組織の典

型的な例として，強いファンクション組織（縦糸）とプロジェクトマネジメントお

よびシステムインテグレーション組織（横糸）で構成された IPTマトリックス組織が

航空宇宙・防衛産業に導入されている．これは，前述のシステム統合を実現するた

めの組織設計思想に沿ったものだと言える．IPT マトリックス組織は，民間航空機開

発のような大規模開発に適している．しかし IPTマトリックス組織の規模は通常，非

常に大きく，開発コストの増加につながる．さらに，プログラムの多様性，拡張性，

複雑性，不確実性などに応じて組織や WBS，RAA が頻繁に変更される可能性がある．

費用対効果が高く，パフォーマンスとコストを両立させる強力なマトリックス組織

について今後，さらに研究が進むことが期待される．最後に eVTOL 開発のような短

期間低コスト開発に適用されると予想される「自律型機能組織＋少数精鋭プロジェ

クト」の例としてサブプロジェクト方式を取り入れた開発組織を示した． 
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第 4 章 システムインテグレーションの達成度指標の提 

案と評価 
 

 

航空宇宙分野，特に大規模高度複雑システムである旅客機のシステムインテグレ

ーションにおいて，全体システム（航空機全体）として要求を満たすためには，

SAEのARP4754A[14] に基づき，設計要求の妥当性確認と検証（V&V）のスパイラ

ルな開発保証プロセスおよび安全性検証により，個々のサブシステムの機能，性能

を組み合わせ，擦り合わせを行う必要がある．これら開発保証プロセスおよび安全

性検証では，プロセス内の各段階で，それぞれの達成度を評価し，次の段階に進む

必要がある．技術達成度の評価はTRL(Technology Readiness Level)[13]，インテグレ

ーションの達成度の評価はIRL(Integration Readiness Level)[29]，システム成熟度の評

価はSRL(System Readiness Level)[30] が提唱されている．しかし，著者の知る限り，

実開発業務では，開発におけるシステムインテグレーションを表す指標として，

TRL，IRL，SRLといった指標が有効に活用された実績はなく，システムインテグレ

ーションの達成度を定量的に評価し，タイムリーに対処するというプロセスの標準

化に関して知見がなく，標準化はされていない． 

識者へのインタビューでは，開発を経験したエンジニアは直感的にシステムイン

テグレーションを理解できるという意見が大多数であった．この意味ではシステム

インテグレーションは暗黙知として会得されてきたものと考えられる．これから開

発に従事する経験の浅いエンジニアへの伝承や開発実務の中で，システムインテグ

レーションを標準プロセスとして設定するためには，暗黙知の形式知化が必要であ

る．このための一助としてインテグレーション達成度の指標化，標準プロセス化が

求められる．ここでは従来提唱されてきたTRL，IRL，SRLなどの有効性を評価する

とともに，システムインテグレーション達成度の新しい評価手法を提案する．この

達成度の評価指標は，開発実務を進めていく中で，開発の各段階で，その達成度を

把握し，適切な対策をすることは開発を計画通り進めることにも寄与できると考え

る．なお，以下で全体システムは航空機全体，サブシステムは装備品システムを指

している． 
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4.1 システムインテグレーション達成度の評価 

従来の研究では，大きく分けると以下の3つのカテゴリーで達成度の評価指標が提

第 3 表 TRL, IRL, および SRL の比較
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唱されてきた．それはシステムを構成する個々の技術の達成度評価としてのTRL，

インテグレーションの達成度評価としてのIRL，およびプログラムの初期段階から運

航・使用段階までを想定したライフサイクル，すなわち企画，設計，製造，試験・

検証，運航に関するシステムの成熟度評価としてのSRLであり，これらを第3表で比

較する．以下に，我が国の航空機の開発事例を参考に，その要点を述べる． 

TRLはレベル1～レベル9で定義される．レベル1の基本原理の確認から段階的にレ

ベル5まで検証が進められ，レベル6では，使用環境を模擬したシステムの確認試験，

機体全体の地上での確認試験がおこなわれる．さらに，レベル7での初飛行から社内

での飛行試験と型式検査承認（Type Inspection Authorization: TIA）の取得は，規定さ

れた設計要件を満たし，国土交通省航空局のパイロットが搭乗して，型式証明(Type 

Certification: TC) の取得に向けた最終的な認定飛行試験を行うことが承認されたこと

を意味する．レベル8での国土交通省航空局による飛行試験と型式証明の取得，レベ

ル9での耐空性審査の完了と実運用のフィードバックによる全体システム（航空機全

体）の完成に至る． 

IRLは技術間のインターフェイス確定度をそれらの深度に応じてレベル1～レベル9

で定義する．レベル1での技術間のインターフェイスの特定，レベル2での技術間の

相互作用の特異性の識別，レベル3での統合，相互作用するための技術間の適合，レ

ベル4での技術統合の確定と品質保証，レベル5でのインテグレーションの確立，管

理，終結のための技術間の十分な統制，レベル6でのアプリケーション情報の統合技

術による受容，解釈，構造化，レベル7でのインテグレーションのV&V検証，レベル

8での実使用環境での試験とデモンストレーションによるインテグレーション完了と

ミッション認定，レベル9での実運用でインテグレーション証明に至る． 

SRLはレベル1～レベル5で定義され，製品の開発の各段階，すなわちコンセプト

設定から，要素技術の開発，システムの開発とデモンストレーション，生産と開発

の完了，そして運用の開始とサポートをその基準としている．各レベルとも，その

定義が定性的であり指標として開発現場で実際に使用するのは難しい． 

TRLについては1980年代に導入されて以来，NASA，DOD (Department of Defense) 

をはじめとして技術達成度評価の代表的概念として利用され，また多くの有効性の

議論がなされてきた[30]．しかし，多分野の技術間インターフェイスの確定度や統

合度の評価はできないとの見解が一般的である[29]．例えば，既に運用に供されて

いる航空機に搭載されたシステムAと，別の航空機に搭載されたシステムBは，TRL

の定義では，それぞれレベル9となるが，新たに航空機を開発する際には，それらシ

ステムの要件定義とシステム間のインテグレーション達成度の新たな評価が必要で

ある． 
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IRLに関しては，参考文献[29]で，インテグレーションをV&Vプロセスの 

Verification，すなわち右上がりのスロープを上がる工程に注目し，インテグレーショ

ン達成度指標の提案と検証を行っている例がある．これによれば，IRLはインテグレ

ーション成熟度の決定には完全な解ではないこと，例えば，開発上の出来事の重大

さや研究開発の努力の評価ができないこと，複雑なネットワーク中心のシステムの

評価には，複合的インテグレーションから単純な評価が可能となるような定量的ア

ルゴリズムが必要となること，更にはコストやスケジュールを評価できないことが

挙げられている．参考文献[31]の中で，SRL[30]の他，いくつかの指標，例えば，

MRL(Manufacture Readiness Level)，IMM (Integration Maturity Metrix)，CRLs (Capability 

Readiness Levels）などが比較して提案されているが，TRLのように実開発業務に使

われている例は知見されない．また，これ以降，著者の知る限り，システムの成熟

度を評価する指標に関して新たな提案は見られない． 

現在までに提案されたTRL以外の各種の達成度評価の指標は，以下の点で開発実

務での適用は困難であると考えられる．以下に各指標の有効性と問題点をまとめる． 

 

① TRL (Technology Readiness Level) 

TRL は全体システム/サブシステム/アイテム（コンポーネント）のレベル毎に

個々の技術の成熟度を評価するので，評価対象の技術の定義と選択が必要である．

旅客機ではアイテムレベルまでを評価対象とした場合，その数は数千を超えるた

め，計画的評価が必要である． 

 

② IRL(Integration Readiness Level) 

IRL は，全体システム/サブシステム/アイテム（コンポーネント）の上位レベ

ルから下位レベルのレベル毎の個々の技術間のインターフェイス/インテグレーシ

ョン成熟度を評価する．IRLの概念を第11図に示す． 

次に例示する通り，IRLは評価数が膨大となるので，実務上は全体システムお

よびサブシステムレベルの評価にとどまらざるを得ないと考えられる．例えば，

技術数をnとするとインターフェイス数は1/2×n(n-1)となり，システムレベルの技

術数を100とした時，IRL は4950の評価が必要となる．アイテム（サブシステム，

コンポーネント）レベルの技術数を1000とすると，IRLの評価は499500となって

非現実的である．また，先に述べた通り，各レベルの定義が定性的であるため，

具体的評価にあたってはより詳細な評価基準が必要と考えられる．さらに，IRL

はレベルごとの評価にとどまり，下位レベルから上位レベルへの統合度，成熟度

の評価はできない． 
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③ SRL(System Readiness Level) 

SRLは全体システムのライフサイクル，すなわち企画，設計，製造，検証，試

験，運航のフェーズごとに全体システムおよびサブシステム階層構造を考慮し，

階層が上位へ上がると，システムの成熟度があがると考える．SRL概念を第12図

に示す． 

一階層でのTRLとIRLの関係は，参考文献[30]を参考に，全体システムレベル

を例に説明している．図からわかるように，SRL はTRL 評価とIRL 評価のいわば

関数のような総合的評価指標となる．SRLを指標として使うためには

TRL/IRL/SRLのシステム階層構造，個々の依存性の整理，各指標のより明確な定

義が必要である． 

 

4.2 評価指数の新たな提案 

従来提唱されてきたTRL，IRL，SRLなどの各種達成度評価の指標はTRLがNASA，

DOD，我が国の防衛事業，各種研究開発取得計画などで実用に供されていることを

除き，前述した理由により有効でないと考えられる．最近の9つの主要な米国政府の

宇 宙 プ ロ グ ラ ム ，SBIRS(Space-Based Infrared System)，GPSF，GPS，GPS 

 
 

第 11 図 IRL の概念 
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OCX(Operational Control System)，MUOS(Mobile User Objective System)，JMS(JSpOC 

Mission System)，SBSS(Space Based Space Surveillance)，AEHF(Advanced Extremely 

High Frequency)，NPOESS(The National Polar Orbiting Operational Environmental Satellite 

System) の遅延は開発の各段階での要求の未確定，要求不安定（変更）が主な原因で

あるとの報告がある[32]．したがって，適切な時期の要求設定が極めて重要である．

ボーイング787プログラムでは当初2004年4月の事業開始，2008年5月の納入の計画で

あったが，納入形態の決定が2005年9月，主要なサブシステムの設計が2006年6月に

開始され，初飛行は2009年12月となり，納入形態の決定の遅れとこれに伴う要求設

定，設計，初飛行の遅れが生じたことが明らかである[33]．  

そこで，旅客機の開発を経験した技術者にシステムインテグレーション成熟度に

ついてヒアリングを行った．これによると旅客機の実開発では多くの場合，開発上

の最も重大な出来事である初飛行時点で，設計要求の90%の検証(Verification) が完了

している（90%の数字は主要な要求の検証が完了していることを意味しているとの

ことである）とのコメントがあった．そこで，全体システム（航空機全体）とサブ

システムレベルの要求の妥当性確認(Validation)と検証(Verification) の進捗度の典型

例を第13図にまとめた．構想設計完了時点 (Preliminary Design Review: PDR) で，全体

システム（航空機全体）とサブシステムレベルの要求の妥当性確認が完了していて，

 

 

 

 

 

第 12 図 全体システムレベルに適用した SRL モデル 
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初飛行以降の飛行試験と一部の地上試験は検証全体の高々10%ということになる． 

これらの事例から，旅客機開発の各段階の重大な出来事と，要求の妥当性確認お

よび検証完了の時期をV&Vプロセスの7つのフェーズと整合を取り，整理した．結果

を第14図に示す．旅客機（全体システム）レベルの要求は事業開始時点で，サブシ

ステムレベルの要求は構想設計完了時点 (PDR) で，アイテムレベルの要求は基本設

計完了時点 (Critical Design Review: CDR) で確定する．検証は次のレベルの検証を開

始する前に完了する必要がある．以上を踏まえ，「開発上の重大な事項と要求の妥当

性確認(Validation) および検証 (Verification) の完了」を旅客機（全体システム）のシ

ステムインテグレーション達成度を評価する指標として用いることが一つの案とし

て考えられる． 

第14図を9段階に指標化したものを第4表に示す．これは，従来提唱されたIRLと

SRL を統合化したもので，これを新たにSIML(System Integration Maturity Level) と定

義し，提案する．このことは，システムンテグレーション達成度の評価指標に設計

プロセスと重要イベントのタイミングを組み入れることを意味する．SIMLを用いる

と開発の重要なイベントごとに段階的にシステムインテグレーション達成度を評価

することとなり，これまで暗黙知と捉えられていたシステムインテグレーションを

形式知化できることとなる．IRLは各レベルの指標の定量化が不十分であること，開

 

 

第 13 図 旅客機の V&V の実例 
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発上の重要なイベント，スケジュールとの対応がついていないことなど，また，

SRLでは製品のライフサイクル上のフェーズごとの達成度を評価するが，設計，製

造，試験・検証といった開発の要である分野のインテグレーションの評価を行って

いない．このことが，従来の開発でシステムインテグレーションの達成度評価にIRL

やSRLがほとんど用いられてこなかった理由と考えられる． 

SIMLのレベル1は事業開始時点での製品（全体システム）レベルの要求の確定と

事業を構成する各分野のインターフェイスの確定，レベル2は構想設計完了時点での

サブシステムレベルの要求とインターフェイスの確定，レベル3は基本設計完了時点

でのアイテムレベルの要求とインターフェイスの確定，レベル4はアイテム出荷時点

でのアイテムレベルのハードウェア/ソフトウェアの設計，製造，試験，検査の完了，

レベル5はシステム検証開始時点でのアイテムレベルの検証の完了，レベル6は全体

システム検証開始時点でのサブシステムレベルの検証の完了，レベル7は認定試験開

始時点での全体システムの検証の完了，レベル8は認定取得までの試験，解析，デモ

ンストレーション，ミッションの認定，レベル9は運用使用許可を得て，実運用環境

での確認，運用支援体制の確立，全体システムの納入と定義した．このSIMLが，

「暗黙知の形式知化」に有効である． 

 

第 14 図 旅客機開発の各段階の重大な出来事と V&V プロセス 
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4.3 SIMLの簡易評価と考察 

以下に簡易的にSIMLの有効性の検証を試みる．F-2 戦闘機の開発[9] を念頭にお

き，防衛省事業について検証する．第15図は，旅客機開発の各段階の重大な出来事

とV&Vプロセスである第13図を，F-2戦闘機開発に拡張し，その具体的な出来事と要

第 4 表 提案するシステムインテグレーション達成度指標 
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求の妥当性確認および検証完了(V&V)の時期を記載したものである． 

防衛装備品の製品レベルの要求は防衛省によりまとめられ，企業との契約の段階

で要求が提示されて，事業が開始された（レベル1）．次に，契約後速やかに技術審

査会が開催されて，工事計画書が審議され，開発の全体スケジュール，開発の各段

階での設計の妥当性確認，検証の計画が決められた構想設計完了（システム要求設

定）段階（レベル2），基本設計完了（アイテムレベル要求設定）段階（レベル3），

アイテム（サブシステム，装備品など）の設計，製造，試験，検査を終えた，出荷

段階（レベル4），アイテム検証段階（レベル5），システム検証（リグ試験，アビオ

ニクス統合試験など）段階（レベル6），製品レベル（機体全体）の地上検証段階，

初飛行，社内飛行試験段階（レベル7），認定取得（部隊使用承認）までの防衛省に

よる飛行試験，全機構造試験などの技術実用試験の段階（レベル8），運用使用許可

取得（必要な機数の配備を完了し部隊運用の開始が許可される）（レベル9）のよう

に進捗した． 

このように，開発初期段階で，その達成内容と時期が設定され，この計画に沿っ

て開発が進められて，各段階で技術審査会が開催され，内容が審議されたため，こ

こで定義したSIMLの各レベルとの整合評価が可能であることが確かめられる． 

次に国産旅客機に関してSIML の有効性について検証を試みる．国産ジェット旅客

機SPACEJET M90（旧MRJ90）は，2021 年以降の初納入を目指し，今も開発努力を

 

第 15 図 F-2 戦闘機開発の各段階の重大な出来事と V&V プロセス 
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続けているが，初飛行以降も数回にわたる納入スケジュールの見直しがあり，型式

証明の取得のために2016年の段階で900件以上の設計変更が行われ[34]，設計の妥当

性確認，検証が行われている．すなわち，SIMLのレベル1～7が繰り返されているこ

とが想像できる．これはSIML設定の基本的な考え方とした第13図に示した初飛行段

階で設計の検証の90%を完了することが成功した多くの事業で見られたことと反し

ている．このことは，SPACEJET M90の開発では，初期段階で，開発の各段階での達

成内容と時期の設定，すなわち，各段階でのインテグレーション達成度の評価が十

分でなかったことが想定される．よって，ここで定義したシステムインテグレーシ

ョン評価指標，SIMLを実開発へ活用できる可能性が十分ある． 

なお，実際のシステムインテグレーショおいて，SIMLレベル4以降の検証

(Verification) 段階の試験，解析，デモンストレーションなどで判明した不適合や改善

事項は適切に設計へフィードバックし，設計変更を実施することが必要となり，設

計の妥当性 (Validation) の再評価，再検証が必要となる．したがって，SIMLレベル1

から3については，これら再評価，再検証を考慮したシステムインテグレーション達

成度の適宜再評価が必要である．第16図に設計検証結果のフィードバックの例を示

す．アイテムレベル検証の結果，機体/サブシステム/アイテムの設計各レベルへのフ

ィードバック，設計要求の変更が生じた例である．機体レベルの設計変更があると

事業開始時点の設計要求，システムレベルの設計変更があると構想設計，アイテム

 

第 16 図 設計検証結果のフィードバックの例 
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レベルの設計変更があると基本設計へ立ち返る必要がある．各設計変更の，機体/サ

ブシステム/アイテムレベルへの反映の混乱を避けるため，設計の妥当性の再評価，

再検証は，個々の設計変更の都度行うより，レベル毎，あるいは関連する機能毎に

まとめて，あらかじめ計画に織り込んでおくなどの配慮が必要である． 

 

4.4  まとめ 

システムインテグレーション達成度の評価指標として，従来提唱されてきた技術

達成度の評価指標(TRL)，インテグレーション達成度の評価指標(IRL)，システム成

熟度の評価指標(SRL)の有効性と問題点を評価し，その限界を明確にした．すなわ

ち，TRLは技術そのものの実現性レベルに対する指標，IRLは統合するための技術レ

ベルの指標，SRLはシステム成熟度をライフサイクル全体にわたり評価する指標と

理解できる． 

 本論文では，それら指標を参考に，システムインテグレーション達成度の評価指

標に設計プロセスと重要イベントのタイミングを組み入れることを試み，旅客機の

開発保証プロセスのガイドラインとして広く認識されているV&Vプロセスをベース

とした新たなシステム成熟度の達成度評価SIMLを提案した．最後に，過去のプロジ

ェクトについて，簡易的に評価し，提案したSIMLが有効であることを示した． 

今後，実現が期待され開発中のeVTOLに対し詳細評価することを計画している．

また，SIMLレベル4以降の検証段階の試験，解析，デモンストレーションなどで判

明した不適合や改善事項は適切に設計へフィードバックし，設計変更を実施するこ

とが必要となり，設計の妥当性確認再評価，再検証が必要となる．したがって，こ

れら再評価，再検証を考慮したシステムインテグレーション達成度評価について検

討が必要である． 

またウォーターフォール型開発，すなわち，製品のコンセプト策定からサブシス

テム，アイテムまでの設計，試作，検証という工程を順に実行していく開発から，

アジャイル型開発，すなわち，ソフトウェア開発などに適用される製品より小さい

単位のサブシステム，アイテム毎で，設計，試作，検証を同時並行，かつ反復する

開発に対応したシステムインテグレーション，これらに対応するシステムインテグ

レーション達成度評価についても研究する必要がある．  

例えば，航空機分野のアジャイル型開発としてはSaab社グリペンにおける各種ソ

フトウェア開発[35]が知られている．今後，航空機分野でもアジャイル型開発が進

むと思われる．なお，SIMLはシステム開発時のシステムインテグレーションの達成

度の指標であり，レベル9を達成し，全体システムを納入した後の，実運用フィード
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バックによるシステムの改善，改良による全体システムの成熟度の評価は，ここで

提案したSIMLに新たなレベルやフィードバックのプロセスを考慮した達成度レベル

の再定義をすることも研究の一つの方向性と考える．その一例を第5章で検討する． 
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第 5 章 アジャイル開発に適応する開発プロセス，およ 

びシステムインテグレーション達成度の評価指

標 
 

 

これまで，航空機の大規模高度複雑システムである旅客機を研究対象として，シ

ステムインテグレーションを実現するために必要な組織を明らかにするとともにシ

ステムインテグレーション達成度を評価する指標 SIML(System Integration Maturity 

Level)を提案した． 

一方，昨今新たな航空機，eVTOL [36-39] が注目されている．eVTOL の開発は旅

客機の開発と比べると比較的小規模，簡素システムである一方，新たな輸送手段故

に発生する固有の課題，例えば，要求設定，開発方式などがあり，開発の様々な面

で大きく異なる点がある．本章ではその特徴，差異を明らかにするとともに，

eVTOL に適した開発プロセスについて検討する． 

 

5.1 旅客機とeVTOLの開発プログラムの比較 

大規模複雑システムの旅客機と小規模簡素システムの eVTOL ではそれぞれの事業

の規模，運航構想，機体の仕様など，事業の特性が大きく異なるため，開発にかか

わる様々な面での差異がある．戦闘機の例も含め，旅客機と eVTOL の要求仕様，認

証，開発方式，開発組織などを第 5 表で比較する．第 17 図に戦闘機，旅客機および

eVTOL の実機例を示す． 

旅客機はエアライン要求を下に，製造会社で運航要求，技術要求を設定する．航

空法施行規則付属書第一「航空機および装備品の安全性を確保するための技術上の

基準」およびそれに基づき定められた耐空性審査要領[40](FAR Part25）を設計の基

準として，段階的インテグレーション手法であるウォーターフォール型[41]で開発

される．全体システム，サブシステム，アイテムは原則，要求を満足するように専

用品として開発されるが，一部のアイテムは既存品の改造により取得されることが

ある．その場合でも要求への適合は開発品と同様に精査される．システムインテグ

レーション達成度の評価は著者が提案した SIML 指標が適用できる．開発組織は

IPT(Integrated Product Team)マトリクス組織で，その規模はSPACEJET M90(旧MRJ90)

の場合は約 1400 人であった．  
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第 5 表  開発プログラムの比較 

 

 

第 17 図 戦闘機，旅客機および eVTOL の実機例 
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戦闘機は防衛省から提示された要求を下に，製造会社で細部要求を設定し，MIL-

SPEC，防衛省基準等を設計基準として，ウォーターフォール型で開発される．全体

システム，サブシステム，アイテムは原則，それぞれの要求を満足するように専用

品として開発される．戦闘機開発についてもシステムインテグレーション達成度は

前章で提案した SIML指標が適用できる．開発組織は機能組織と小規模プロジェクト

から成る．その規模は F-2 戦闘機の場合は約 330 人であった． 

eVTOL は製造会社毎にユースケース（使用者側に立った運航事例）について，新

規の輸送手段としての様々な観点からの検討が進められているが，開発途上の段階

で，まだ実運航事例がない．したがって，規定の路線，空域，空港での運航をベー

スとする旅客機などと異なり，eVTOL は製造会社毎に，そのユースケースとその運

航構想（CONOPS： CONcept of OPerationS)が立案される．CONOPS を事業の出発点

として，機体開発製造だけでなく，運航，管制方式，整備計画，パイロット資格・

訓練などのライフサイクルに渡った運用計画の策定が行われるため，CONOPS の立

案は大変重要である．製造会社は CONOPS を元に，運航要求，技術要求を設定する．

株式会社 SkyDrive の関係者へのヒアリングの結果，新たに設定される耐空性審査要

領を設計基準に，開発方式は短期間低コストを狙った，ウォーターフォール型とア

ジャイル型[41]を組み合わせたハイブリッド方式[42]により開発される計画とのこ

とである．その詳細は 5.4 節に述べる． 

eVTOL におけるサブシステム，アイテムは多くの場合，要求に基づき既存品から

選択，またはその改造品が調達されるが，既存品で要求を満足しない場合は短期間

開発の専用品が選定されることもある．新たに開発していく航空機ゆえに安全性要

求などの周辺状況変化による CONOPS の再設定，多くの要求の変更が予想される．

そのため，システムインテグレーションの達成度の評価は著者が提案した SIMLの変

更が必要となると考える．また，短期間低コスト開発が強く求められるため，開発

組織は各組織が自律的に機能し，必要な場合のみプロジェクトがサポートする自律

型機能組織と少数精鋭プロジェクトからなる約 100 人想定の構成となると予想され

る． 
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5.2 旅客機とeVTOLの開発プロセスの違い 

eVTOL の開発プロセスは，様々な面で従来の旅客機の開発と大きく異なる．ここ

ではその特徴，差異，開発プロセスを検討する際の考慮事項を再確認する． 

 

① 旅客機について 

 航空機を安全に開発する仕組みとして，第 4 図の開発保証プロセスと安全性検

証が採用されている．開発保証プロセスは要求の妥当性確認および検証（V&V）

[43]から成る． 

 V&V はウォーターフォール型開発を前提とする． 

  

② eVTOL について 

 開発保証プロセスと安全性検証は航空機に適用されるプロセスを基本とするが，

第 4 図のような標準的なプロセスは 2021 年 5 月現在未設定で，CONOPS，機体

仕様，システム複雑度に見合った簡素なものが各社ごとに作成され，適用され

ている． 

 従来にない新規の輸送手段である製品開発を短期間で行うため，周辺環境の変

化，全体システム，サブシステム，アイテムレベルでの検証結果のフィードバ

ックによる要求変更が多く予想される．その結果，要求，設計，製造，検証の

短期間/繰返しプロセスによるアジャイル手法の導入が望まれる．これにはモ

デルベース開発，シミュレーションの積極的な利用が期待される． 

 

③ 既存アイテムの多くは，航空機用のものではなく，ドローン（無人航空機）用コ

ンポーネントをスケールアップしたものが多い．アイテム要求に近い既存品を選

定し，調達，試験，検証することにより，要求達成度を確認する必要がある．要

求未達成項目に対し，必要な設計変更，製造，検査，検証を行う．このプロセス

はトライアンドエラーで反復して行うことが多い． 

 

このように，旅客機の開発では開発着手時に全体システムの要求が確定し，その

後納入まで段階的に開発が進められるが，eVTOL の開発では開発着手時に要求やイ

ンターフェイスが決まらず，後から多くの調整，繰り返しの要求変更が必要になる

ことが大きく異なる．  
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5.3 ウォ―ターフォール型開発とアジャイル型開発 

eVTOL の開発に適用されるウォーターフォール型開発とアジャイル型開発とのハ

イブリッド型開発について検討する前に，まずウォーターフォール型開発とアジャ

イル型開発の特徴について説明する． 

 

5.3.1 ウォーターフォール型開発について 

第 18 図にウォーターフォール型開発の概念を示す． 

 

 要求は全体システムからアイテムレベルへ階層的に確定する．要求確定後の変

更は最少とする． 

 全機レベル要求からのブレークダウン，設計，製造，試験，納入の工程を一回

だけ実施する段階的インテグレーション開発である． 

 大規模複雑システム，ハードウェア開発に適する． 

 秩序を重視する組織文化に適する． 

 

第 18 図 ウォーターフォール型開発の概念 
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5.3.2 アジャイル型開発について 

参考文献[41]に航空宇宙製品へのアジャイル適用の考察が述べられているが，こ

こではより実務的観点でアジャイル開発をまとめる．第 19 図にアジャイル型開発の

著者が考える概念を示す． 

 

 ソフトウェアの開発に数多く用いられてきた手法である． 

 全体システムをサブシステムに小分割でき，その単位で要求，設計，製造，検

証を短期間で繰り返し，仕様を確定していくプロセスである． 

 小分割されたサブシステム単位を結合して，製品として納入できる． 

 開発前に要求を確定できない，要求変更が頻繁に発生するシステムで，検証に

よる要求確定などが想定される開発に有効である． 

 混沌とした状況に寛容で，意欲的に取り組める組織文化に適する． 

 アジャイル型開発では頻度の高い情報共有，判断が重要である[44]． 

 

 

第 19 図 アジャイル型開発の概念 

 

全体システム全体システム サブシステム

製造設計要求 検証

アジャイル開発の流れ
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5.4 ハイブリッド型開発 

大規模/複雑システムの代表であり，かつ高い安全性が求められる旅客機の開発に

は従来からウォーターフォール型開発が用いられ，短期間低コストで比較的小規模

なシステムであるソフトウェアの開発にはアジャイル型開発が用いられてきた．航

空機分野でのアジャイル型開発としては，Saab 社グリペンにおいて各種ソフトウェ

ア開発に用いられ，短期間低コスト開発の成果が知られている[35]．参考文献

[45,46]に述べられているように今後，航空機分野でもアジャイル型開発の適用が進

むと考えられるが，安全性基準への対応が強く求められる全体システムでは全体工

程の管理にはウォーターフォール型，ソフトウェアや新規の開発で，開発着手前に

要求を確定できない，要求変更が頻繁に発生する，あるいは検証により要求を確定

するサブシステムではアジャイル型というように両者を組み合わせたハイブリッド

型開発を適用することが有効と考えられる．以下に著者が提案するハイブリッド型

開発について，ウォーターフォール型開発と対比しながら要点をまとめる． 

  

 航空機の安全性基準を達成するため十分な実績がある開発保証プロセスと安全

性検証を踏襲し，全体システムの要求確定から納入までの全体工程管理はウォ

ーターフォール型を採用する． 

 eVTOL のような前例のない新規の開発では，要求確定が難しい．そのために，

サブシステムレベル要求を仮定して設計検討を行い，その仮説検証を行いなが

ら開発を進めるアジャイル開発プロセスが必要である． 

 eVTOL に適用する際の課題は，仮説検証をいかに素早く回せるかであり，サブ

システムの境界設定とサブシステム間の相互作用を早い段階で見極めることが

重要である． 

 アイテムレベル検証結果によって，サブシステムレベル要求および全体システ

ム（機体）レベル要求に遡って変更・追加する手戻り過程が最小となるよう，

アイテムレベル開発前段までの要求トレース，すなわち全体システム要求から

サブシステム要求への割り付け，要求の妥当性検証が極めて重要である． 

 短期間低コストでのアイテムレベルのソフトウェアの開発やハードウェア製造

に対しては，アイテムの要求，設計，製造，検証の繰り返しプロセスとしての

アジャイル開発プロセスが有効である. 
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 既存のアイテム（コンポーネント）を活用する場合は，安全性検証のため，およ

び使用環境における実際の性能，機能，特性，インターフェイスを把握するため，

試験による検証が重要であり，試験結果によるアイテムレベル要求を確定するプ

ロセスが必須となる． 

 

以上を踏まえ，第 20図に eVTOLの開発に適用するハイブリッド開発の概要をまと

めた．全体システムの要求設定から，検証までの全体工程管理はウォーターフォー

ル型で，全体システム要求の確定までの仮説検証のアジャイル開発プロセスと，ア

イテムの要求設定，設計，製造，試験・検証を短期間で行うアイテム製造のアジャ

イル開発プロセスを織り込んだものである．アイテム製造でのアジャイル開発では

アイテムの繰返しプロセスと，必要に応じた他のアイテムとのインターフェイス調

整（第 20 図の赤線で示す）が行われる．このアイテム間のインターフェイス調整が

頻度高くおこなわれることも提案するハイブリッド開発の特徴である． 

 

 

 

第 20 図 ハイブリッド型開発の概念 
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5.5 ハイブリッド型開発のシステムインテグレーション達成 

度について 

旅客機のウォーターフォール型開発については 4.2節で SIMLを提案した．5.1節で

eVTOL 開発において CONOPS の立案は大変重要であることを述べた．ここでは先に

提案した SIML を eVTOL のハイブリッド開発に適用できるように，CONOPS の完了

を追加した．概念図を第 21 図に示す．また SIML を改めて定義した結果を第 6 表に

まとめる． 

新たに追加したレベル 0 は事業企画完了時点での CONOPS 策定完了，レベル 1 は

事業開始時点での製品（全体システム）レベルの要求の確定と事業を構成する各分

野のインターフェイスの確定，レベル 2は構想設計完了時点でのサブシステムレベル

の要求とインターフェイスの確定，レベル 3 は基本設計完了時点でのアイテムレ 

ベルの要求とインターフェイスの確定，レベル 4はアイテム出荷時点でのアイテムレ

 

第 21 図 ハイブリッド型開発とシステムインテグレーション達成度指標（SIML） 
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ベルのハードウェア/ソフトウェアの設計，製造，試験，検査の完了，レベル 5 はシ

ステム検証開始時点でのアイテムレベルの検証の完了，レベル 6は全体システム検証

開始時点でのサブシステムレベルの検証の完了，レベル 7は認定試験開始時点での全

体システムの検証の完了，レベル 8は認定取得までの試験，解析，デモンストレーシ

ョン，ミッションの認定，レベル 9 は運用使用許可を得て，実運用環境での確認，

運用支援体制の確立，全体システムの納入と定義した． 

ここでレベル1～2は仮説検証のアジャイル開発プロセス，レベル 3～5はアイテム

第 6 表 eVTOL のシステムインテグレーション達成度指標 
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レベル製造のアジャイル開発プロセスで，要求，設計，製造，試験・検証の反復繰

返しプロセスの収束した時にそれぞれレベルは確定することとする．この点が4.2節

でのウォーターフォール型開発での SIMLとの違いである．また，アジャイルプロセ

スの中では反復繰返しプロセスが進むにつれ，要求の確定度が高まっていく．中間

段階での進捗評価は，頻繁な情報交換と情報共有，調整，判断が必要であり，また，

全体工程の中で，当該作業の残作業の予想期間などを確認する必要がある． 

 

5.6 まとめ 

本論文では前章まで，大規模高度複雑システムの代表としての旅客機開発を対象

にシステムインテグレーションの実現の方策についての検討を重点的に進めてきた．

この成果は2023年度に事業化が期待されている小規模簡素システムの eVTOLの開発

にはそのまま適用することはできない． 

そこで，本章では，小規模簡素システムを短期間低コストで開発することに適し

た開発プロセスを提案するため，まず初めに，要求設定，認証，開発方式，調達，

システム成熟度指標，開発組織の観点で，大規模複雑システムの旅客機と小規模簡

素システムの eVTOL の開発プロセスの差異の検討を行った．次に，今後の新たな航

空機開発で適用が期待されるハイブリッド型開発プロセスについて検討を進めた．

ハイブリッド型開発では，CONOPS の設定から製品納入までの全体工程の管理には

ウォーターフォール型，ソフトウェアや新規の開発で，要求を確定できない，要求

変更が頻繁に発生する，あるいは全体システム要求を決定するプロセスにアジャイ

ル型を組み入れるというように両者を組み合わせた開発プロセスを提案した．

eVTOL 開発では高い安全性基準を満足する航空機を短期間低コストで開発する必要

から，以下に示す特徴を取り入れたハイブリッド開発がふさわしい． 

 

① eVTOL では開発着手時に要求やインターフェイスが決まらず，後からの調整が

必要になることを避けるための方策として，全体システム要求の決定プロセスに

仮説検証アジャイルプロセスを取り入れること 

② アイテム開発に関しては，要求とインターフェイスの調整を，時間をかけて行い，

それに見合ったアイテムを開発するのでなく，要求，設計，試作，試験・検証を

繰り返して開発していく短期間低コストのアジャイルプロセスがふさわしいこと 

③ 安全性検証のためには旅客機開発で実績のある段階的インテグレーション手法の

ウォーターフォールプロセスでの開発が必要なこと  
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最後にハイブリッド開発プロセスを適用した場合のシステムインテグレーション

達成度の評価について，従来提案した SIMLをハイブリッド開発に適用できるよう達

成度レベルを追加，レベルを再定義した． 

今後はここで提案したハイブリッド開発プロセスの実開発での有効性検証，ハイ

ブリッド開発プロセスに対するシステムインテグレーションの達成度の指標 SIMLの

適用要領について更に研究を進める必要がある． 
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第 6 章 システムインテグレーション能力を取得するた 

めの教育，および研究アプローチ 
 

 

ここまで，旅客機完成機事業の特徴，事業の創出および持続的発展，ならびに技

術開発上の特徴，課題および対処について工学領域からの研究について成果を述べ

てきた．大規模高度複雑システムである旅客機の開発での際立った特徴を再度述べ

ると， 

 

① 高い安全性基準 (10−9 件/飛行時間以下) の達成 

② 型式証明の認証工程の困難さ・複雑さへの対応 

③ 長期の開発期間/運用期間中の周辺環境の変化とそれらに対する対応 

 

といった不確実性への対処が挙げられる．これらへの対処としては，第4図に示す V

＆V に沿った，設計と検証のスパイラルな繰返しの開発保証プロセスおよび安全性

検証プロセスにより，個々のサブシステムの機能，性能を組み合わせ，擦り合わせ

ることでシステム全体として要求を満足させ，商品として旅客機を完成させるプロ

セス，すなわちシステムインテグレーションが必須である．一方，従来システムイ

ンテグレーションは暗黙知として会得されてきたものと考えられる．これから開発

に従事する経験の浅いエンジニアへの伝承や開発実務の中で，システムインテグレ

ーションを標準プロセスとして設定するためには，暗黙知の形式知化が必要である．

本章ではこの形式知化の一つとしてシステムインテグレーション能力を取得するた

めの工学教育，およびあらたな教育・研究の工学的アプローチを提案する． 
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6.1 システムインテグレーション能力を取得するための工学 

教育 

従来，システムインテグレーションは開発を経験した技術者に暗黙知として継承

されてきた．著者が提案するシステムインテグレーション達成度評価 SIML は形式知

化の一つの試みであり，経験の浅い技術者への伝承を含め，多国籍，異文化の人員

からなる開発組織で，システムインテグレーションを実現するために SIML を適切に

運用することが航空機等の開発には極めて重要である．また3.1節で述べた通りシス

テムインテグレーション実現のためには，プロジェクトマネジメントの様々な手法

や，システムズエンジニアリングにおける課題解決のためのプロセスを活用するこ

とが重要である．ここでは，システムインテグレーション能力を取得するための工

学教育の必要性について述べる．これまでの教育は大学をはじめとする教育機関，

および企業で，個々に行われてきたが，その能力獲得の具体的方策をまとめる． 

 

① プロジェクトマネジメント 

② システムズエンジニアリング 

③ 航空機設計教育 

④ 設計最適化手法(Multidisciplinary Design Optimization (MDO) ) 

⑤ 安全性解析手法  

⑥ 実開発作業への学生の参画（長期インターンシップ） 

 

個々のアプローチはすでに多くの研究，文献がある．①のプロジェクトマネジメ

ントについては参考文献[10]の PMBOK Guide が国際的に標準的なガイドとして広く

認められている．日本プロジェクトマネジメント協会が発行する標準ガイドブック

[17]は，プログラムマネジメントとプロジェクトマネジメントを区分し，それぞれ

の管理手法を説明しており，本論文はこれを採用している．②のシステムズエンジ

ニアリングは参考文献[13]に詳しく述べられている．プロジェクトマネジメント，

およびシステムズエンジニアリングのあらたな統合教育については参考文献[15]で

述べられている．参考文献[47]によれば，航空宇宙工学ではシステムズエンジニア

リングの研究と教育を実践でき，システム思考の考え方とその構築を身に着けられ

るものとして，大学での更なる教育・研究の充実の必要性が述べられているが，未

だ十分には実践されていないと思われる．本学の航空宇宙工学のシステムインテグ

レーション教育・研究の充実が強く望まれる． 
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③の航空機設計教育は欧米の大学では充実しているが，著者の調査の限り，日本

では東京大学でシステム統合化能力を教育するという目的で実施されているのみで

ある[8,48]．特に，文献[48]では東京大学で実践されている航空機設計教育の例とし

て，小型ジェット機やハイブリッド電動航空機などの概念設計が紹介されている．

④の設計最適化手法は国産旅客機への実際の適用例が参考文献[49]で解説されてい

る．多分野の設計，要素技術のシステムインテグレーションの有効なツールである．

⑤については参考文献[50,51]に新たな安全性解析手法が紹介されている．これは最

近の事故調査に参画した実績にもとづく，航空宇宙分野への適用が大いに期待され

る手法である．⑥の実開発作業への学生の参画は上記①～⑤の実践教育の場となる

が，ようやく国産旅客機 SPACEJET M90 の開発チームでの長期インターンシップが

開始された[52]．新たな試みである⑤については 6.2 節，⑥については 6.3 節で詳し

く述べる．これら①～⑥については，現在までのところ全体として体系的に統制が

取れた活動となっていない．今後，官界，学界，および産業界の連携と適切な分担

が必要であり，第 22 図に示す体系的な教育・研究が必要と考える． 

 

 

 

第 22 図 システムインテグレーション能力を取得するための工学教育 
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6.2 新たな教育・研究の工学的アプローチ‐安全性解析手法 

高い安全性を求められる航空機の開発で特に重要な，設計の妥当性確認の一つの

手段である安全性解析についての新たなアプローチについて述べる．現在採用され

ている主な解析手法は第 23 図に示す通りである． 

これらは検証対象のハードウェアを中心としたシステム構成要素の故障が事故を

引き起こすと考え，その故障を最小化する信頼性工学的手法である．ここで，安全

性検証の各プロセスの簡潔な説明を付記する．FHA (Functional Hazard Analysis)は機

能上の異常事象を抽出して，機体に及ぼす影響と致命度を評価し，信頼度要求を設

定する手法，FTA(Fault Tree Analysis)は FHA で抽出された異常事象のうち，機体への

影響度が Hazardous以上の深刻度のアイテムに対し，Fault Treeを作成し，発生確率を

算出するトップダウン手法，FMEA(Failure Mode and Effect Analysis)は構成要素の故障

モードを抽出し，機体に及ぼす影響を評価するボトムアップ手法，CCA(Common 

Code Analysis)は共通要因により複数の機能が同時に喪失しないことを確認する手法

である．民間航空機の安全性検証プロセス，開発保証プロセスについては参考文献

[53]に詳しく述べられている． 

近年，旅客機などの複雑システムについても性能・機能要求をソフトウェアによ

り実現することが多くなっている．また， eVTOLなどのこれからの新たな開発では

従来以上にソフトウェアによる性能・機能実現がますます期待される．そのため，

ハードウェアに故障が生じていなくても，ハードウェア間の信号インターフェイス

（ソフトウェアで実現することが多い）に問題が生じて，システムの故障につなが

る事例が発生している[51]．そこで，先に示した従来の手法に加えて，ソフトウェ

アを含めたシステムの安全性検証の新手法の確立が必須である． 

その一例として，第24図に示すように，現代のシステムのアクシデントの多く

は，システムの中で安全のための制御を行う要素（コントローラ）と制御される要

素（被制御器・作動機器）の相互作用が働かないことによって起きるというアクシ

デントが多いと考えられる． 

このモデルを用いた手法がSystems Theoretic Accident Model and Processes (STAMP) 

とSystem Theoretic Process Analysis (STPA)である[50]．STAMP はシステム理論に基

づく新しい安全性分析方法論であり，解析モデル・手法の理論である．STPAはシス

テムのハザード要因を分析する新しい安全性解析手法である．これらは，従来以上

にソフトウェアによる性能・機能実現がますます期待される，全電気航空機，

eVTOLなどのこれからの開発の新たな安全性解析のガイドラインとなり得る．今

後，多くの研究と実用化の取組みが必要である． 
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第 23 図 安全性検証のプロセス 

 

 

 

第 24 図 STAMP における相互作用のモデル 
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6.3 新たな教育・研究の工学的アプローチ‐実開発作業への 

学生の参画（長期インターンシップ） 

システムズエンジニアリング思考とシステムインテグレーション能力を取得する

ための有効な手段と考える，航空宇宙システムの実開発作業への学生の参画につい

て述べる．長期インターンシップとして実開発作業への学生の参画は現在まで，我

が国の航空宇宙関連企業では行われてこなかった．このような教育は企業内で蓄積

されてきた経験，知識などの暗黙知がOJT(On the Job Training）の形で実施され，シ

ステムズエンジニアリング思考とシステムインテグレーション能力は継承されてき

た．この状況に対し，ようやく 2018 年から(株) 三菱航空機で長期インターンシッ

プが開始された[52]．この長期インターンシップは学生自身の教育育成のみなら

ず，大学，企業の双方の付加価値として以下の点が期待される．それは大学から見

て，学生の教育育成と，実開発業務から得た知見の大学の研究，教育へのフィード

バックである．一方，企業から見て，最先端研究情報の入手と将来の R&D 計画の

検討，共同研究候補の洗い出しが期待される．繰り返しになるが，システムインテ

グレーション能力を取得するためには，第22図に示す長期インターンシップを含め

た体系的な教育による人材育成が必要である． 

 

6.4 まとめ 

結論を以下に簡潔にまとめる．大規模高度複雑システムである旅客機の開発での

際立った技術上の特徴は，高い安全性基準の達成，型式証明の認証工程の困難さ・

複雑さへの対応，周辺環境，要求の変化といった不確実性が挙げられるが，これら

への対処として，システムインテグレーションが必須となる．本章ではこのシステ

ムインテグレーション実現のための工学的アプローチの必要性を示した．具体的方策

としてはプロジェクトマネジメント，システムズエンジニアリング，航空機設計教

育，設計最適化手法，安全性解析手法，実開発作業への学生の参画（長期インター

ンシップ）である．これまでのアプローチは個々に行われてきたが，全体として統

制が取れた活動となっていない．今後，個々の教育・研究の充実，進化とともに官

界，学界，および産業界の連携と適切な分担が必要となる．新たな教育・研究の工

学的アプローチとして，従来以上にソフトウェアによる性能・機能実現がますます

期待される，全電気航空機，eVTOLなどのこれからの開発の新たな安全性解析のガ

イドラインとなり得るものとして，STAMP ，STPAによる新しい安全性解析手法を
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示した．今後，多くの研究と実用化の取組みが必要である．最後にシステムズエン

ジニアリング思考とシステムインテグレーション能力を取得するための有効な手段

と考える，航空宇宙システムの実開発作業への学生の参画について述べた．この長

期インターンシップは学生自身の教育育成のみならず，大学，企業の双方の付加価

値を生み出すものと期待される．更なる発展が望まれる． 
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第 7 章 結 論 
 

 

本論文では航空機の技術開発に必須の極めて重要な役割を果たすシステムインテ

グレーション実現のための方策について提言した．これは航空機開発の包括的な開

発プロセスの設定の資となる． 

第1章では，本論文の導入として，旅客機完成機事業および技術開発の特徴と，本

論文の目的について述べた． 

第2章では，航空機の技術開発，事業企画，営業，契約，リース，ファイナンス，

量産製造，サプライチェーン・マネジメント，カスタマ・サポート，等の各分野を

鳥瞰した完成機事業の特徴についてまとめた．次に旅客機の開発プログラムの特徴，

課題について，プロジェクトマネジメント，大規模高度複雑システムのシステムイ

ンテグレーション，要素技術の発掘と新規開発，大規模開発試験設備インフラの建

設と有効活用，および高い安全性基準を満足させるための型式証明，安全性検証，

開発保証，耐空性に関して検討を行い，航空機開発上の課題と対策について述べた．

これらへの対応が極めて重要である．旅客機の開発プログラムの課題と対応の中で

特徴的であり，航空機開発において関連するすべての技術活動を統合化するために，

航空機開発において極めて重要になるのは大規模高度複雑システムのインテグレー

ションの実践である． 

第3章ではまず初めに従来明確にされてなかったシステムインテグレーションにつ

いてプロジェクトマネジメント，およびシステムズエンジニアリングの観点からの

考察を示し，定義した．プロジェクトマネジメントとシステムズエンジニアリング

はそれぞれ，教育と研究が進化してきた．またこれらの相互関係ついて述べた論文

もあるが，本論文ではこれらを統合的してシステムインテグレーションを実現する

といった観点で整理した．これは暗黙知の形式知化の試みである．航空宇宙工学分

野で最重要とされるシステムインテグレーションであるが，今後の情報社会のモジ

ュール構造型の産業組織への移行に際し，モジュール型開発におけるインテグレー

ションについて述べた． 

次にシステムインテグレーションを実現する開発組織について，基本設計思想，

日本における開発組織の変遷の実例，および実例を用いた設計思想の検証，サブプ

ロジェクト方式を取り入れた開発組織について検討を行った．大規模組織における

組織内外とのコミュニケーション量の増加に対応する開発組織の典型的な例とし

て，強いファンクション組織（縦糸）とプロジェクトマネジメントおよびシステム
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インテグレーション組織（横糸）で構成されたIPTマトリックス組織が航空宇宙・防

衛産業に導入されている．IPTマトリックス組織は，民間航空機開発のような大規模

開発に適している．しかしIPTマトリックス組織の規模は通常，非常に大きく，開発

コストの増加につながる．さらに，プログラムの多様性，拡張性，複雑性，不確実

性などに応じて組織やWBS，RAAが頻繁に変更される可能性がある．費用対効果が

高く，パフォーマンスとコストを両立させる強力なマトリックス組織が今後，さら

に研究が進むことが期待される．最後にeVTOL開発のような短期間低コスト開発に

適用されると予想される自律型機能組織＋少数精鋭プロジェクトの例としてサブプ

ロジェクト方式を取り入れた開発組織を示した． 

第4章では日本における航空機開発の実績，経験を踏まえたシステムインテグレー

ション達成度の評価指標として，従来提唱されてきた技術達成度の評価指標

(TRL)，インテグレーション達成度の評価指標(IRL)，システム成熟度の評価指標

(SRL) の有効性と問題点を評価し，その限界を明確にした．それら指標を参考に，

システムインテグレーション達成度の評価指標に設計プロセスと重要イベントのタ

イミングを組み入れることを試み，旅客機の開発保証プロセスのガイドラインとし

て広く認識されているV&Vプロセスをベースとした新たなシステム成熟度の達成度

評価指標としてSIMLを提案した．最後に，過去のプロジェクトについて，簡易的に

評価し，提案したSIMLが有効であることを示した． 

SIMLの有効性を検証するため，今後実現が期待されるeVTOLに対し詳細評価する

ことが必要である．また，SIMLレベル4以降の検証段階の試験，解析，デモンスト

レーションなどで判明した不適合や改善事項は適切に設計へフィードバックし，設

計変更を実施することが必要となり，設計の妥当性確認再評価，再検証が必要とな

る．したがって，これら再評価，再検証を考慮したシステムインテグレーション達

成度評価について検討が必要である．またウォーターフォール型開発，すなわち，

製品のコンセプト策定からサブシステム，アイテムまでの設計，試作，検証という

工程を順に実行していく開発から，アジャイル型開発，すなわち，ソフトウェア開

発などに適用される製品より小さい単位のサブシステム，アイテム毎で，設計，試

作，試験・検証を同時並行，かつ反復する開発に対応したシステムインテグレーシ

ョン，これらに対応するシステムインテグレーション達成度評価についても研究す

る必要がある．なお，SIMLはシステム開発時のシステムインテグレーションの達成

度の指標であり，レベル9を達成し，全体システムを納入した後の，実運用フィード

バックによるシステムの改善，改良による全体システムの成熟度の評価は，ここで

提案したSIMLに新たなレベルやフィードバックのプロセスを考慮した達成度レベル

の再定義をすることも研究の一つの方向性と考える．  
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第5章では今後の新たな航空機開発，たとえば，eVTOLの開発に活用されることが

大いに期待される開発方式について，それに適応する開発プロセスとしてハイブリ

ッド型開発方式を提案し，更にハイブリッド型開発方式に適用可能なシステムイン

テグレーション達成度の評価指標を提案した．小規模簡素システムを短期間低コス

トで開発することに適した開発プロセスを提案するため，まず初めに，要求設定，

認証，開発方式，調達，システム成熟度指標，開発組織の観点で，大規模複雑シス

テムの旅客機と小規模簡素システムのeVTOLの開発プロセスの差異の検討を行い，

今後の新たな航空機開発で適用が期待されるハイブリッド型開発プロセスについて

検討を進めた．ハイブリッド型開発では，CONOPSの設定から製品納入までの全体

工程の管理にはウォーターフォール型，ソフトウェアや新規の開発で，要求を確定

できない，要求変更が頻繁に発生する，あるいは検証により要求を確定するシステ

ムではアジャイル型というように両者を組み合わせた開発プロセスを提案した．

eVTOL開発では高い安全性基準を満足する航空機を短期間低コストで開発する必要

から，以下に示す特徴を取り入れたハイブリッド開発がふさわしい． 

 

① eVTOLでは開発着手時に要求やインターフェイスが決まらず，後からの調整が

必要になることを避けるための方策として，仮説検証アジャイルプロセスを取り

入れること 

② アイテム開発に関しては，要求とインターフェイスの調整を，時間をかけて行

い，それに見合ったアイテムを開発するのでなく，要求，設計，試作，試験・検

証を繰り返して開発していく短期間低コストのアジャイルプロセスがふさわしい

こと 

③ 安全性検証のためには旅客機開発で実績のある段階的インテグレーション手法の

ウォーターフォールプロセスでの開発が必要なこと  

 

ハイブリッド開発プロセスを適用した場合のシステムインテグレーション達成度

の評価について，従来提案したSIMLをハイブリッド開発に適用できるよう達成度レ

ベルを追加，レベルを再定義した． 

今後は論文で提案したハイブリッド開発プロセスの実開発での有効性検証，ハイ

ブリッド開発プロセスに対するシステムインテグレーションの達成度の指標SIMLの

適用要領について更に研究を進める． 

第6章ではシステムインテグレーション能力を取得するための教育，および研究ア

プローチをまとめた．これまでの教育個々に行われてきたが，全体として統制が取

れた活動となっていない．今後，官界，学界，および産業界の連携と適切な分担が
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必要となる．また，従来以上にソフトウェアによる性能・機能実現がますます期待

される，全電気航空機，eVTOLなどのこれからの開発の新たな安全性解析のガイド

ラインとなり得るものとして，STAMP ，STPAによる新しい安全性解析手法を示し

た．今後，多くの研究と実用化の取組みが必要である．最後にシステムズエンジニ

アリング思考とシステムインテグレーション能力を取得するための有効な手段と考

える，航空宇宙システムの実開発作業への学生の参画について述べた．この長期イ

ンターンシップは学生自身の教育育成のみならず，大学，企業の双方の付加価値を

生み出すものと期待される．更なる発展が望まれる． 

最後に，第 7章では本論文の結論および航空機開発におけるシステムインテグレー

ションをさらに充実させるための課題を述べた． 
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